
東温市事務事業評価シート　令和元年度実施事業対象

№ ― 6

平成 21 年度 ～

① ④

② ⑤

③

単位 平成 30 年度 令和 元 年度 令和 2 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

30 元 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 2 2

3 4 2 2

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 1,534 1,521 7,847

計(Ａ) 105

期間設定なし

Ｂ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

東温市地域公共交通活性化協議会の開催により、地域の問題点、東温市の公共交通の現状等を把握することに繋がり、よりよい公共交通を目
指すために必要です。

有効性 公共交通の取組の評価を定期的に実施することで、施策の見直しや改善を行うことが可能です。

達成度
市民や交通事業者など、様々な関係者が協議会に参画しており、複数の視点から、幅広い話し合いを行っていますが、利用者のニーズに十分
対応できていないところがあります。

必要性

142 6,467

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 都市計画係
総　合
評価点

Ｂ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

路線バス及び予約制乗合タクシーの利用状況の調査を継続的に行い、“維持”を目標としてきたが、人口減少の本格化や運転者不足の深刻化
に伴い、今後は既存の公共交通サービスの改善・充実だけでなく、“地域の輸送資源の総動員”が課題となります。

効率性 行政、市民、事業者がそれぞれの立場の長所を活かせるような体制づくりができており、多様な視点から、幅広い協議ができています。

改　革
計　画

新たに東温市地域公共交通網形成計画を策定し、地域の移動ニーズを汲み取り、輸送資源を総動員することで、最適な旅客運送サービスを継
続して行きます。

今後の方向性 方法改善達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

市民の移動手段の維持・確保を行うためには、各地域に応じた住民ニーズや需要等を把握し、地域に適した公共交通サービスの構
築を行う必要があります。これまでの取組結果を十分に分析し計画の見直しを行うなど更なる公共交通の維持・活性化に努めてくださ
い。

二次評価者 都市整備課長
総　合
評価点

0.233 1,429 0.221 1,379 0.221 1,380

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 105 142 6,467

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 総務

直接事業費

平成 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0

計算式又は指標設定理由 最終目標

東温市地域公共交通活性化
協議会の開催回数

協議会での議論をもとに地域公
共交通の活性化に取り組むため

回
4 4 5 4

2 3

公的関与

089-964-4412 メールアドレス tosiseibi@city.toon.ehime.jp

（４）まちづくりと連携した公共交通網の形成

事業区分

事業の対象 公共交通利用者 根拠法令 地域公共交通活性化再生法、道路運送法

総合計画 政策目標 第２章 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 １ 安心・安全な都市基盤の整備

016 1001 事務事業名 地域公共交通に関する事務 細事務事業名

主要施策

該当 事業期間

事業の目的 最終的
東温市に合う公共交通体系を維持・構築しながら、住民
の移動手段を確保します。

今年度

平成27年度に策定した「東温市地域公共交通網形成計画」
に基づき、公共交通の改善・利用促進を図っていきます。ま
た、地域の高齢者サロン等への参加、東温市への転入者へ
の情報発信等を行うことによって、利用促進に努めます。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 都市整備課 係　　名 都市計画係 電話番号

補助金・負担金・支援 事業運営方法 一部委託 実施計画

東温市地域公共交通網形成計画に基づき、公共交通の維
持・活性化に努めます。

運行事業者や各種団体と協力し、路線バス体験教室等を開催し、
公共交通の利用促進に努めます。

予約制乗合タクシーの運行を継続して行います。

公共交通情報冊子の配布や転入者への情報提供等を行
い、公共交通情報の積極的な発信を行います。

成果指標

指標名



東温市事務事業評価シート　令和元年度実施事業対象

№ ― 6

平成 年度 ～

① ④

② ⑤

③

単位 平成 30 年度 令和 元 年度 令和 2 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

30 元 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 2

3 4 3 2

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 24,630 24,969 26,995

計(Ａ) 23,110

期間設定なし

Ｂ 必要性 有効性

今後の方向性 方法改善

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

車等の移動手段がなく、公共交通が日常生活の移動手段となっている住民の生活を支えるために必要な事業です。

有効性 地域の住民の移動手段となっている公共交通を維持・確保するために有効な事業であると考えます。

達成度 利用状況に応じた見直しを進めながら、路線網の維持・確保を行うことができています。

必要性

23,727 25,752

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 都市計画係
総　合
評価点

Ｂ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

路線バスに限らず、公共交通を取り巻く環境は年々厳しくなっており、利用者が減少し、運行欠損額（赤字）も増加傾向にあります。

効率性 効率的な取組になるよう、定期的に路線バスの利用状況等を確認し、見直しを進めるようにしています。

改　革
計　画

地域公共交通活性化の取組と連携し、市内バス路線の維持に努めていきます。また、令和２度は、平成２７年度に策定した計画の見直し時期で
あり、現状の公共交通状況を把握しつつ輸送資源を総動員する計画を策定し、利便性の向上を目指していきます。

今後の方向性 方法改善達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

公共交通を取り巻く環境は年々変化しており、技術の進展状況を見極めながら、多様な主体と連携し、更なる市内公共交通路線の維
持・活性化に努めてください。

二次評価者 都市整備課長
総　合
評価点

0.248 1,520 0.199 1,242 0.199 1,243

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 23,110 23,727 25,752

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 総務

直接事業費

平成 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0

計算式又は指標設定理由 最終目標

生活交通バス路線の維持 市内の生活交通バス路線数 路線
9 9 9 9

9 9

公的関与

089-964-4412 メールアドレス tosiseibi@city.toon.ehime.jp

（４）まちづくりと連携した公共交通網の形成

事業区分

事業の対象 市内を運行するバス路線 根拠法令

総合計画 政策目標 第２章 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 １ 安心・安全な都市基盤の整備

016 1004 事務事業名 生活交通バス路線運行事業補助金 細事務事業名

主要施策

該当 事業期間

事業の目的 最終的
地域住民の貴重な交通手段である路線バスの運行を確
保し、鉄道と路線バスによる交通ネットワークを維持して
いきます。

今年度
交通事業者へ運行助成を行い、市内バス路線の維持を図り
ます。また、地域と協働で既存の公共交通を維持していきま
す。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 都市整備課 係　　名 都市計画係 電話番号

補助金・負担金・支援 事業運営方法 一部委託 実施計画

生活交通バス路線を維持するために、運行事業者に助成を
行います。

上林地区で予約制乗合タクシーの運行を継続します。

成果指標

指標名



東温市事務事業評価シート　令和元年度実施事業対象

№ ― 6

令和 元 年度 ～

① ④

② ⑤

③

単位 平成 30 年度 令和 元 年度 令和 2 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

30 元 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 4

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 5,364 10,382 913

計(Ａ) 3,083

期間設定なし

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

地区計画道路は、無秩序な市街地形成を防止し、良好な市街地環境を形成するために必要です。

有効性 地区計画道路の配置により、健全な市街地としての都市基盤を担保できます。

達成度 地区計画の設定区域では、地区計画の目標に沿った良好な市街地が形成しつつあります。

必要性

7,748 288

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 都市計画係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

民間開発計画と調整を行い道路用地の確保が完了した時点で整備に着手することから、各路線の整備時期が不透明です。

効率性 民間開発と同時に施工することにより道路構造物の整備コストの低減が図られ、効率的な道路整備が可能となります。

改　革
計　画

民間開発業者との連携を密にして、計画的な道路整備に努めます。

今後の方向性 現状維持達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

市の財政計画とのバランスを取りながら、無理な事業計画とならないよう開発業者と十分な調整を行い事業の推進に努めてください。

二次評価者 都市整備課長
総　合
評価点

0.372 2,281 0.422 2,634 0.100 625

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 3,083 7,748 288

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 土木

直接事業費

平成 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0

計算式又は指標設定理由 最終目標

実施時期が周辺の民間開発に左
右されるため、指標設定になじ
まない。

公的関与

089-964-4412 メールアドレス tosiseibi@city.toon.ehime.jp

（２）安心して暮らせる市街地の整備

事業区分

事業の対象
市街化区域内において地区計画を策定している区域のうち、
道路の配置を予定している地区

根拠法令 都市計画法

総合計画 政策目標 第２章 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 １ 安心・安全な都市基盤の整備

016 1038 事務事業名 地区計画に関する事務 細事務事業名 地区計画道路整備事業に関する事務

主要施策

非該当 事業期間

事業の目的 最終的
地区計画道路の配置により市街地としての都市基盤を
担保し、地域の実情にあった良好な市街地形成を図り
ます。

今年度
見奈良東地区において民間開発が予定されている区域の地
区計画道路を整備します。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 都市整備課 係　　名 都市計画係 電話番号

ハード事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

道路用地の買収及び登記に必要となる資料を作成します。
道路整備に関して、警察署、税務署、地元改良区等、関係機関と
協議を行います。

民間開発と合わせて整備するため、開発業者と調整を行いま
す。

道路工事を入札により発注し、工事監理を行います。

成果指標

指標名


